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早 見 弘
1
この書物 の著 者A.R.Prest博 士 は,Cambsidge大学Christ'sCollege
の 経済学講師で あ り,三 冊の著書 をは じめEconomicJounal誌に論文 あ るい
は書評の筆 をと り,し ば しばわれ われの 目に とま る人で ある。 ここに手 に した
400頁の近作 「財政 の理論 と実際」 は,財 政学 お よび財政問題の特殊研究 とい
うよ りは,む しろ教科書 とみ ることがで き るで あろ う。 しか しこの書物 は教科
書 とい う平凡 な,新 鮮味 のない語感 を まった く感 じさせ ない 。教 科書 といわれ
る書物 にたい して,普 通われわれ はその書物 で展 開 され る学問 の体系お よび方
法 の整理 と,現 在 まで の理論水 準を包括 した内容 を期待 してい る。
本書は この期待 をあ ます ところな く満 た してい る。私が と くに啓蒙 され たの
は現在 のイ ギ リスあ るいは世 界の財政学界 の問題 と体系 とそ の方法が,こ の書
物 に よって代表 され てい る よ うに思えたか らであ る。近年われわれ は財政理論
に たいす る貢献 と して,マ スグ レ ィヴの「財政理論一 公共 経済 の研究」を手にす
くめ
ることがで きた。ただマスグレ ィヴの労作は理論分析に限 られ,現実の財政構造
の分析あ るいは具体的な租税政策への適用とい う分野は,ま った く取 り扱われ
ていない。これに対 してプレス トの 「財政の理論 と実際}は,現 状分析 あるい
は現実の租税問題に,理 論の応用が強 く意図されていることでは,マ スグレ イ
く　ラ
ヴの書物にみ られない内容を もってい る。予算の分割理論,予 算決定の投票方
(1)R.A,Musgrave,TheTheor2'ofpublicF三παη66,AStud■inpublic
Econom](NewYork:McGraw-Hill,1959).
〈2)拙 稿,「 政 府 予 算 決 定 論 覚 書 一R,A.マ ス グ レィヴの 所 説 に つ い て 一 」 商 学 討
究11巻1号(昭 和35年8月)pp.67-92.
井 手 文 雄,「 現 代 の 予 算 ・財 政 論 に お け る 問題 点 一 マ ス グ レ ィ ヴの説 を 中心 と して
一 」 井 藤 博 士 記 念 論 文 集 財 政 学 の 基 本 問題(昭 和35年10月)pp .145～166.
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式,一 般 均衡理 論に よる租税帰着 の分析 な どで は,マ ス グ レ ィヴの独 創性 とそ
の深 さには劣 るとして も,イ ギ リスの 伝 統 的 財政学体系 のなかで問題 を整理
し,現 実 への関心 を示 してい る点で は,プ レス トの この書物 はわれわれに とっ
て極 め て教え られ るところが多 い。
著 者プ レス トは,財 政学の問題 と体系 とを第1章 一般 的序説 のなかで,イ ギ
リスにおけ る財政学説史 の簡潔 な展 開か ら探 り出 してい る。A.Smith-D.
Ricardo-J.S.Millの古典派経済学者は,財政 のテーマを政府 の収入 と支出 お
よび 公債に求め,Marshall-Edgeworthによる部分 的精緻化 をへて,Bastable-
Daltonの著作に いた って,収 入 と支 出 と公債 の均 衡の とれ た取 り扱 い をみ る
ことが で き る ように な った。さ らに 最近におけ る財政学主題 の新分野 と して
PigouのAStudyinPublicFinance第3版(1947)第3部「財 政 と雇用」
の13章は,Keynesの影 響に よって,特 定 の租 税 お よび 経費操作が経済 の活動
水準 に与 え る影響 を分析 してお り,現 在に おい ていわ ゆ るフ ィスカル ・ポ リシ
ーの理論 を財政学体 系の一部 と しなければ完全 とはいえない ことにな った。 し
か し財政の 巨視的分析 はあ くまで財政 問題 の一 部であ って,イ ギ リス財政理 論
にお い て伝統的 な問題 であ り,ま たそ の方法で あ ったと ころの,個 々の租税 お
よび経費 支出が,諸 資源 の配分 とそ の供給に与 え る相対的効果の分析 は拗棄 さ
れ たわけで はない。伝統 的分析はむ しろイギ リスに おけ る具体的 な租税問題 を
審議 したRoyalCommissionolltheTaxationofProfitsandIncome(1951
-55)の 報告書 に生か され てい る。
この ような叙述か ら財政学の主題 は,個 々の租 税 お よび経費の相対的効果 の
分 析,財政収支の国民所得水準に与 え る効果の分析,お よび財政収 支の側 面か ら
み た公債管理 の問題 に集約 され る。政府企業 お よび政府の財政機構は関連 あ る
範囲で取 り扱われ てい る。以上の諸問題が本書で取扱われ るテーマで あ るが,
これ らの問題 の編成 につ いて著者 の抱 いてい る方針は,純 粋理論だけ を対象 と
す ることな く,理 論分析 で得 られた成果を現実 の租 税政策に照 らして,批 判的
な検討 を加 え よ うと してい ることで あ る。そ してそ の結果 は個人所得税 ・資本
利得課税 ・法人税 ・間接税 お よび地方財政 な どにつ いて,見 事 な現状分析 とそ の
批判 とな ってい る。ただ理論分析は どの よ うな国家 の財政収 支に も無条件に適
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用で きる もので はない。 したが って理論 と政 策のあいだ に現実 の記述的説 明が
必要 であ り,こ の記述 はイギ リスの経費構 造 ・租税構 造を対 象 と して,政 策論
に引 き継がれ てい る。著者 は以上の財政 学の主題 と体系が 「財政学の伝統的分
野を包含 してい るだけでな く,さ らに合理的 な論理的体系であ ると考 えて よか
ろ うと思 う」(P.18)と主張 してい る。
プ レス トの以上 の ような意 図 と方針 を,本 書の章別について示す と,以 下 の
よ うに なってい る。
1.一 般 的序説(pp.13-8)
第1部 理論分析(Analysis)(PP.21-152)
2.序 章3.現 存諸 資源の配分4.諸 資源の供 給5.国 民所
得 の修正6.公 平7.財 務行政 の効率
第 皿部 現状分析(Description)(pp.155.一.237)
8.中 央政府9.地 方 自治体10.国 民保険基金11.政 府予算
の統合 と財政規模(TheGovernmentasaWhole)12.国債,付 録
(1)アメ リカ合衆国の財政(2)カ ナダの財政
第 彊部 租税政策(Policy)(pp.241-一 一404)
13.序 章14.個 人所得税,付 録 純 資産課税 と遺産税15.資 本
利得課税16.法 人税(1)減 価償却控除 と棚卸資産控 除17.法 人
税(2)利 潤税18.海 外所得の二 重課税19.間 接税 の構造
20.地 方 自治体の財政
各部 の末尾 に一括 して参考文献が掲載 され,イ ギ リスに おけ る大学の標準 的
な リーデ ィング ・テキス トを知 ることがで き る。
さてイギ リスにおけ る財政理論 の特色 とな って い る方法は どの ような ものを
さすのであろ うか 。これが この稿 で探 ってゆ きたい と思 ってい ることであ る。た
だ財政理論の方法 と して私が検討 したい と思 ってい るのは,方 法論に限定 した
ものでは ない。プ レス トの問題 と体系に沿 って,そ の なかで分 析の手法 とな っ
てい るもの,そ れが方法 とい うことの意味であ ると理解 してい る。 もと より方
法 だけ では,内 容が理解 しえないわけであ り,内 容に即 して理論の特 色を把握
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したいと思 う。ただプレス トの体系を理解す るにあたって,私 が第1部 の理論
分析だけをここで検討 しようとしていることを許 していただ きたい。著者の意
図か らすれば,現 状分析および政策を貫 く理論の現実問題への適用を理解 しえ
て,は じめてその意味を評価 しうるのであろ う。私が理論分析に限定す る理由
は,イギ リスの財政構造お よび租税政策を理解す るには,いまだ充分な知識を持
ち合せていないこと,ま た私の 目下の関心が理論分析で説かれているような租
税 と経費の資源配分効果お よび国民所得の修正効果の理解と吸収にあること,
この二つの理由に よっている。これ とあわせて紙幅と時間の制限で紹介が全部
にわた らなか った ことをあらか じめお断 りしておきたい。
■
財政の理論分析はどの ような問題を もっているのだろ うか。プ レス トは第1
部の序章で,理 論の問題を紹介するとともに,そ の前半では理論分析に先立 っ
て政府勘定をめ ぐる様 ゴな取引を区別 し,後半では分析の方法と,租 税 と経費
が国民経済に与える効果の判断基準をのべ ている。まず理論分析の問題 とは,
「政府のさまざまな種類か らなる収入と支出を,新 らしくとり入れた り変更す
ることに よって生ず る狭い効果,広 い効果,短 期効果 と長期効果を知 ることで
ある」(p.21)。この限定の意味は,こ れか らの展開で示そ うとす る問題 とな
るが,ド イツの正統派財政学と異なって財政収支の経済効果を経済理論の用具
を使 って,決 定 し比較 しようとす ることにある。だがい まの段階で この分析の
性格をのべ ることはまだ早い。先へゆ こう。
著者はつぎに政府機構の年 々の諸勘定を,財 政を通ず る貨幣お よび財貨流通
の観点か らみて,双務的流通(bilateralflow)と一方的流通(unilateralflow)
とに分け る。この区別は代償関係の有無によるもので,前 老には政府による民
間か らの財貨 ・用役の購入,後者には移転的支払いである政府の利子支払い・民
間か らの租税の支払いが含 まれ る。この区別は政府の経常取引 ・資本取引の区
別 と抵触す るものでない し,貨幣取引・実物取引の区別をも否定す るものではな
い。ただ後者の二つの取引が双務的流通に含まれ る部分は少ない とみている。
も う一つの区別に任意収支と義務収支 とがあるが,こ れは政府勘定に受け払い
愁
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まぽ　　
され るときの法的強制力の有無に よる区別である。プレス トが この よ うな区別
を最初にもちだ した意図は恐 らく租税 と移転的経費とが符号を異にしたたんな
る貨幣所得の移転であること,そ して租税には法的強制力のある人頭税,所 得
税その他の直接税,ま た経費については公債費などの義務費があるのに対 して
,物 品税などの間接税は強制力を もって徴収できるものでない ことを示すにあ
ったのであろ う。 いずれの区別 に しても,あ との諸章に とっては 重要 ではな
い ようにみえる。
序章で示されている定義で,あ とのために指摘お くべきものは,直 接税 と間
接税の定義であろ う。 直接税 と間接税の定義は,J.S.Millによって税の転
嫁を予想す るか どうかの観点か ら,転 嫁を予想せず担税者が納税者と一致する
租税 を直接税,他 の人に転嫁す ることを予想 して取 り立てる租税を間接税 と定
の ノ
義 され た 。 この定義 は特定 の社会構成員が,租 税 の衝撃にたい してどの よ うに
反応 す るか,す なわ ち転嫁 させ ようとす るか ど うかについ て,あ ます と ころの
ない行 動様式が知 られ ている ことを前提 としなければな らないだ ろ う。結 局の
ところ これを知 るのは 困難で あ り,また全額転嫁す るので な く,部分転嫁 が行 な
われた とき,転 輻i現象が不確定 とな ることは止む をえない。 この よ うに著 者は
批判 したのち,現 在で は直接税 ・間接税 の区別は,以 上の よ うに税 の賦 課が転
嫁す るか ど うかで区別す るので な く,税 の賦課 規準が所得 の受取 り(receipts
ofincome)にもとつ くものを直接税 と し,一 方,支出(outlay)にもとつ くも
のを間接税 と してい る。おのおのに属す る税 目をあげ ると,前 者 には所得税,
利潤税 お よび資本 利得税が 含 まれ,後 者には関税,消 費税お よび 印紙税 が入
る。だが,こ の直接 税 と間接税 の区別 も,す べ ての税 目を包括す るもので はな
い。た とえば資本 ス トック(ス トックの変化 に関連 した租税 を除 く)に かか る
租税 お よび所得か ら貯 蓄を控 除 した部分 を課 税標準 とす る支出税(expenditure
tax)などは,い ずれ の グル ープに含め るか を確 定で きない。い っそ う当をえた
批判は,経 済内部の貸金の流れ が,所 得か支出か一 方に決定 しえない ものが あ
るとい う点であ る。た とえば企業 の経費がそれ であ る。 このために も し所得 と
支 出を規準 とす るな らば,あ る人の所 得にかか る租税が,別 なあ る人の支 出に
(3)J.S,ミル 戸田正雄訳,経 済学原理 第五分冊(昭和15年),P.51.
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かか る租税でもあるような対応関係と同時性をもった もの で なければな らな
い。この流通面での所得と支出の対応が成立す るのは,家 計に限 られている。
この場合賃銀所得にかかる租税は疑い もな く所得であ り,ビ ールの消費にかか
る租税は間接税にほかな らない。直接税と間接税をこの ように家計のみに限定
すのはる,所 得税 と支 出 の 対応 を生かそ うとす るものであるが,こ の定義で
'`は企業の所得 と経 費 の流 れ にかか る租税は分類されずにの こされたままであ
る。
慣習的に しば しばいわれている直接税 と 間 接 税 の区別は,必 ず しも明確 な
論理的基礎をもっているわけではない。だが この区別を抹殺 してしま うと分析
には不便である。慣習的用法の論理的基礎をあえて不問として,賃 銀,利 潤,
地代お よび資本にかか る租税を直接税 とし,商品に賦課 され る租税を間接税 と
して用いることに しよう(pp.15-6)。
序章の後半は種 々の政府収入お よび政府経費の相対的効果を判定す る規準の
整理をのべている。ここでい う規準は,の ちにでて くる「理想的産出高」とは別
な意味での規準と思われ る。む しろ理論分析の視角あるいは理論分析の諸問題
の意味に とれ る。すなわち財政収支の(1)資源配分効果(2)資源供給効果(3)
所得修正効果(4)所得分配効果(5)財務行政効率 この五点を規準とい って
いるか らである。そ してこの五つの規準に対 して,租税 と経費のcasebycase
に配列された一組つつの効果を判定 しようとしている。この五つは第1部 理論
分析の各章を構成 している。ここで注意 しておきたいのは,資 源配分効果と資
源供給効果とを分離 したことである。配分効果を分析 してい るときには,資 源
供給は一定であ り,供給の弾力性がゼ ロとされてい る。この点は以下で ものべ
るが,「 超過負担の回避問題」についての一連の論争を整理 し,労 働供給 ・貯
蓄供給を一定として,直 接税と間接税の厚生効果の条件を明確に している。こ
の ように五つの規準か ら,どの租税がそれぞれの効果を最 も能率的に果たすか
とい う分析が,以 下の手法 となるわけである。この種類の手法は厚生経済学の
財政分野への応用 として比較的最近の研究テーマであ る。たとえば前にふれた
ほ う
マス グレ ィヴの著作がそ うで ある し,ボ ーモルの先 駆的な業績 もこの種類 に入
(4)W.Baumol,防 晦8EconomicsandtheTheorJoftheState(London:
LongmansGreen,1952).
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るであろう。ところで プレス トは,こ れか ら示そ うとす る規範的な財政の経済
分析が,伝 統的な租 税転嫁論とどの ような 関連が あるだろ うか と 自問 してい
る。伝統的な転嫁論におけ る税の転嫁 ・帰着分析は,転 嫁 と帰着に必ず しも一
致 した定義をもたせ ているわけではないが,多 くは租税が価格に与える影響を
取 り扱 い,前 転 ・後転の諸条件を明細に規定 しようとしていた。財および用役
の価格に対す る転嫁分析は,言 葉をかえると実質所得の分配に与える租税の効
果を取扱 っていたことになる。 しか し転嫁 ・帰着の意味の不一一致は,あ るとき
は広義にあるときは短期的な分析のみに終 ってお り,転嫁論の もつ問題領域は
充分に整理 されていたわけではない。価格に与える効果に よって財と用役の需
要 ・供給の変化を分析 しようとす る転嫁論と,本 書で取 り扱 ってゆ く規範的な
租税の効果分析はどの ような相異をみせ るか,そ れがプレス トの伝統的転嫁論
の再解釈 とい う問題ともなってい る。
以上のような前置きののちに第3章 「現存諸資源の配分」に入 ることになる
が,こ こでの問題は生産諸要素を異 った用途に配分す る場合に,租 税や経費は
どの ような効果を与えるかとい うことである。この章の分析では生産諸資源の
供給が与え られた もの と前提 している。すなわち労働力 ・貯蓄水準が一定にお
かれ,全 体 としての経済において資源の供給がゼ ロの弾力性をもつ ものとされ
る。また財務行政の能率および財政機構一定とする。さてこれ らの前提のもと
で,資 源配分に与える租税 と 経 費 の相対的効果の問題は,ま ず民間部門にお
け る資源配分の決定条件を規定 したのち,公 共 ・民間両部門の相対的規模はど
うあるべ きか,ま た公共部門での経費の配分はどうなるかの三点に編成 しなを
され る。まず民間部門内部におけ る資源の配分は,「 理想的産出高」が達成 さ
れたとき最 も能率的にみたされ る。ここで理想的産出高 とは,財 ・用役の需要
と供給が完全市場にあるとき,消 費 者 は 消 費 財 の限界価値とその価格比率
が相等 しく,生産者は限界収入と限界生産費 とが相等 しく,生産要素の供給者
は彼 らの用役の限界費用 と彼 らに与え られ る生産的報酬とが相等 しい状態が達
成 された とき得 られ る産出高をさす。無差別曲線の用語でい うと,消 費の限界
代替率が市場における諸商品の価格比率 と等ゐ く,また これ と同時にその商品
を生産す る限界代替率 とが等 しい場合を示す。このとき他方において私的限界
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生産費 と社会的限界生産費の畢離がな く,また私的利益と社会的利益 も一致 し
ていることが必要である。この ような場合は,理 想的産出高と現実の競争的産
出高が完全に一致 した ときに成立す るものであって,こ の理想状態は個人主義
経済における消費者主権の優先 とい う価値判断があ ることはい うまで もない。
また理想状態が達成 されているときには,こ とさらに生産 と消費の外部経済お
よび不経済を,理 想状態か らの畢離をもた らす ものとして強調す る必要はない
であろ う。
きてこのようなとき直接税 と間接税の資源配分に及ぼす効果は,い ずれが過
少な負担を与えるであろ うか。 これ まで 「間接税の超過負担」 として,間 接
税が直接税 より劣 るとい う証明が与え られてきた。プレス トはDupuitやA.
Marshallの消費者余剰概念を用いた分析を飛びこえて,M.F.W.Josephの・
　ら　
議論か ら出発 している。いま簡単にそれを紹介 してお くと,第 一図のごと くな
Y第 一 図 る。いま資源配分が最適状態に
あったとす ると,同 一の所得 と
AL同 一の趣味をもつ社会の消費者
は,X財 ・Y財を選択す るにあ
たって,彼 の消費 無 差 別 曲線
AIとX ・Y二財の価格比率ABと
が一点で接するP、でXとYの 購
入量をきめ るであろ う。つ ぎに
X財に物品税が賦課 され,単
X
OCB/B位 あた りの価格が高め られ,
X・Yの 価格比率はACに 変 る。消費者は この価格比率 と無差別曲線 皿とが接
す るP罪でX・Y二財の購入量を決定せ ざるをえな くなる。このときX財 に物品
税 をかけて,国庫に収め られた税収はP2よ りX軸 と平行であって,以前の価格
比率ABと 交わった距離BB!で 示される。ところがい まこの物品税収入と同
額の収入をX・Y二 財の価格比率を変えない比例所得税に よって調達 した らど
(5)M.F.W,Joseph,"TheExcessBurd6nofIndirectTaxation,"Revieω
o/EconomicStudies,Vol、6,No.3(June,1939),pp.226-231.
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うであろ うか。これはABと平行 にP2を 通 っ て 引 か れ たA/B!線で 表 わ
され る。消費者は一定パーセン トの税率を所得額にかけ られ,可 処分所得の減
少に よって,無 差別曲線1よ りは劣 るけれども,IIよりは原点か ら遠いIIIにお
いて二財の選択を よぎな くされ るだろ う。彼にとってもっとも満足の大きな点
はP,である。以上の ようにして物品税 と比例所得税 とを代替的に用いて同一
の税収をあげる場合には,消 費者満足の喪失は物品税のほ うが より大きい。 し
たが って所得税に代表 され る直接税のほ うが有害な程度は少ない。
この議論では間接税の超過負担の回避,つ ま り同額の税収をあげ るために,
間接税が直接税 より満足の喪失を大 き くしないためには,代 替の弾力性の小 さ
な商品に課税 した方が よいとい う政策的提案につながるのであるが,プ レス ト
　
は こ こ で は そ れ を 述 べ ず,続 い て1.M.D.LittleやM.Friedmanに よ る
く　ノ
Josephの議論の批判 と発展に進 んでいる。すなわち第一図でのべ られた議論
を課税され る場合市場の均衡の状態および租税の特定な形態か ら検討す るため
veLittle-・-Friedmanの議論を示すのである。
ここでのフリー ドマンの議論は生産条件を加味 し,最適資源配分状態か ら出
発 していることによ り,プ レス トの議論の進め方により適 している。すなわ ち
第二図で示されるように,1は代表的消費者の無差別曲線,FP、Gは 代表的生
産者によるX・Y二 財を生産 した場合の転換曲線を示 している。この場合,すで
にのべた ように,諸 資 源 の供給は与え られたものとしているか ら,こ の制約
のもとで生産可能な曲線を示す。二つの曲線はP・点で接 し,こ の点を通 るX
・Yの価格比率ABを 共有す ることにより,生産者 ・消費者はともに均衡状態
にある。 いま 直 接 税 が課せ られた としよう。資源供給 一定の仮定 のもとで
は,生 産転換曲線は課税に よって影響を うけない。課税 による貨幣所得の減少
は,技 術的代替関係を示すFP、Gに 影響 しないか らである。また租税収入を
政府が支出 したとしても,も との状態 と同じであろ う。移転支出の場合民間部
(6)1、M.D,Little,"DirectversuslndirectTaxes,"E'onomi`Journal,Vol.
6,No.243(Sep.,1951),InReadingsintheEconomicsof7■axationed.byR。
A,MusgraveandC.S .Shoup(1959),pp.123-131.
M.Friedman,"The`Welfare'EffectsofanIncomeTaxandanExcise
Tax,"/ournalofPoliticalE`ono〃 り,Vo1.60,No.1(Feb.,1952),pp.25-33.
R.A.Musgrave,ψ,cit.,pp。140-147.
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門に一括交付金で支給 しても,ま た政府が他の財を生産す るために実質的に資
源を吸収 した ときには,X・Y二 財に加えてZ財 とい う新 しい財の生産可能曲
面を想定 しなければならないが,第 一次接近 としては政府経費の種類を問わず
Y第 図"P'点 は変 らないと想 定 して よ
0
GB
×
線DEとFCと の交 点P2でX・Yを 生産 す ることに な るだ ろ う。
おけ るXrYの 生産量で消費者 も彼の満 足 を最大にす る わけであ るか ら,P2
は両方 にと って均衡 点であ る。 しか しIIは1よ り原点に近 く,し たが って間接
税 は直接税 よ り劣 った費源配分 とな り,市 場価 格 と生産者価 格 とは異 な りそ こ
では もはや最適編成条件は満た され ない。
第二 図に よる説 明は生産条件 を導 入 した ことに よって,第 一 図の分析 よ り一一
般性 を は るかに ま してい る。 この図か ら一歩 をすすめて,P,が最初の均衡点で
は な く,P2の状態 にあ った としよ う。 この ときには,上 述の結論 とは逆 に間接
.税の ほ うが直接税 より能率的 な 資源配分 をみたす。 なぜ な らい まP、の状 態に
あ るとき,Y財 に物品税 をかけ るな らば,消 費者に とっての価格線A,Cの 傾
斜 をゆ るめ,生 産者は より急傾斜 とな っ た 価 格 線DEの もとでX・Yを 生産
す ることに なるで あ ろ う。 そ して新 しい均衡点はP・ に近 づ くことにな る。一
方P2の 状態 に あるとき,直接税 は上述 の理 由に よってそ の均 衡点を変 えない 。
したが って 間接税 の 資源配分 効果 は 直接税 よ り優れ てい ることに なる。P、と
P、とのいずれ を現実 の 状態 に 近い もの と み るかに よって,こ の議 論の 政策 的
い。 ところがX財 に物品税が課
せ られ た ときは,事 態が異 なっ
て くる。消費者はX財 の税 込み
価格 と,Y財 との価格比 率に対
応 して,無 差 別曲線1よ りは劣
ったIIにおいて選択 を しなけれ
ば な らな くな る。 この場合 の価
格線はA/Cで あ る。一方生産
者 は税込み の価格で生産量 を決
定す るので な く,税 引 きの価格
このP2'に
A.R.プレスト「財政の理論と実際」(早見)-131一
提案は異な らざるをえない。恐 らくP2点が現実に近いと考え られ る理由は,私
的限界生産費が価格 と一致せず,生 産者は限界収入 と限界生産費を一致させ る
ように産出高を 調整す る場合,た とえば 独占の支配 がある ときなどが そ うで
ある。また社会的限界費用と私的限界費用および社会的利益と私的利益の畢離
があれば,転 換曲線 は代表的生産者のそれ と不一致 を生じ,P2点におけ る資
源配分状態の方が より多 く現実に近い意味をもつであろう。
このように議論の出発点として,最 適編成 を達成 していない均衡点P2か ら
始めるのが現実的であるが,いま仮 りに最適編成状態にあった場合で も,理論的
に資源の再配分を生 じないと考えられた直接税,と くに所得税は果た して現実
にその ような効果を もつ ように制度化 され てい るで あろ うかσ ここで著者は
「所得税の不完全性」 として,所 得税がすべての所得に適用 されていないこと
(たとえば特別措置に よる免税所得 とか農家の自家消費,あるいは大工の 自家修
理,ま た行政上捕捉困難な所得さらに所得 と収益の概念上 の 困 難 など)を あ
げ,変 動所得に対す る累進 課 税 が 安 定 所 得 より負担の過重となることを指
摘する。これ らの所得税の不完全性は消費者需要の構造に影響を与え,こ れ と
生産条件 との関係で資源配分を最適状態に維持できない理 由である,と い う。
所得税はまた税率構成の点か らも資源の最適配分を妨げる。たとえば供給を
一定 とした 資源 の うち,労働をとってみ よう。この場合労働現存供給量が賃銀
'
格差に よって移動 したとしても前提条件は変 らないと考え られる。いまA・B
二つの職業があ りAは 週10ポンド,Bは週5ポ ソドの賃銀を支払 っているとす
る。この5ポ ソ ドの格差は実質的労働条件の差に等 しいものとす る。一率に20
%の 比例所得税がかげ られたとす るとA職 業の手取 り賃銀は8ポ ソド,B職 業
のそれは4ポ ソ ドとな り,格差は4ポ ソ ドに縮 まる。としたな らぽ労働者は労
働非効用に対す る報酬が相対的に有利なB職 業に移動す るであろ う。 しか し人
頭税 としてたとえば一人あた り1ポ ソ ド10シリソグ賦課すれば,Aの 手取 り賃
銀は8ポ ソ ド10シリソグ,Bの それは3ポ ソ ド10シリソグとな り,5ポ ソ ドの
賃銀格差は前 と同じであ り,労働移動は生じないと考え られ る。比例所得税 と
累進所得税では,前 者の4ポ ンドの格差は後者のほ うがさらに狭め られ るで あ
ろ う。
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つぎに資本の供給に与える所得税の効果はどうか。伝統的な期待の不確実性
についての分析は貨幣所得の限界効用逓減の法則にもとつ くものであった。い
ま4%の 収益を うむ 金縁証券と,4%を 中心 として ±2%の 変動の 巾をもつ
equityがあ るとす る。 そのとき投資家は後者 よりも前者を選ぶであろ う。 な
ぜな ら後者の場合6%の 収益を生 じたときの効用の増分は,2%に なったとき
の効用の喪失を充分補償 しえないか らである。だか らより危険な投資物件を買
お うとす るためには,6%の 平均期待収益を生む ように,さ らにもっと危険の
多い場合には8%の プレ ミアムをつけなければ,資 金を吸収できないことにな
ろ う。いまこの収益に対 して50%の比例税がかけ られたとす ると,金 縁証券 と
中位程度の危険をもつプレ ミアム格差は2%で あったが,課 税に より1%の 収
益 とな り,ま た金縁証券 とかな り大きな危険をもつequityとのプレ ミアム格
差は4%で あった ものが,2%に 減少 して しま う。この結果比例所得税は危険
投資に対 して差別的効果を大き くす るであろ う。この ような伝統的不確実性分
析に対 して,資 本増価および減価を含めた不確実性分析もある。いまある二つ
の投資物件の収益の幅が 土200ポソ ドおよび±・600ポソドであったとしよう。プ
ラス・マイナスいずれが発生するかの確率は同 じものとしよう。このとき平均期
待はゼ ロである。いま50%の比例税がかけ られ+の 収益な らば課税対象とな り
一の場合には税がかか らないとす る。±200ポン ドの投資物件では課税の結果
+100から一200に収益の幅が縮 まり,平均期待は一50ポソ ドである。±600
ポンドのそれは,+300から一600の幅とな り平均期待は一150ポソドになる。
課税のないときにはともにゼ ロの平均期待であったが,課 税の結果危険の幅の
大きなものについての収益格差は100ポソ ドも小 とな り,こ の場合にも危険度
の大きな投資は差別 され る。だが このような典型的なケースは,投 資家の強気
弱気に よって,課 税に よる純収益の減少に対 し,も っと危険投資の幸運 をあて
にす るか,逆 に慎重に考えるかに よって,危 険投資は増加す るとも減少す ると
も確定的にいえない。さらに一歩を進めて,資 本供給に与える効果の後者のケ
ースではマイナスの収益があったとき,それ は課税対象にならないものとされ
た。この ように損失控除があるときとない ときでは,損 失控除のあった方が平
均期待を,両 者 ともに定 額 の 人 頭 税 を か けた場合以下に減少 させず,し た
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が って有利である。だが ここで条件がつ く。それは株主配当の平均化と,企 業
収益計算上の損失の繰越 ・繰上げを認める所得税法の規定である。この規定に
よって株主お よび企業者は収益期待を平均化で きることになるであろ う。
これ までは所得税の資源配分効果を取扱 ってきた。つぎに所得税 と支出税,
所得税 と資本税 とを比較 した配分効果がのべ られ る。支出税は貯蓄に課税 しな
いことに よって,危 険資本の供給を増加させ ようとい う狙いをもっが,し か し
損失控除を認め る所得税では危険負担に対 して悪い効果はない。また所得税と
支出税 とで,と もに同じ税収を得 ようとす るとプラスの貯蓄があるときには支
出税率は高 くなる。損失控除が認め られないなら,現在消費を削減 して危険負担
を行なお うとす るには,その報酬は小 とな り,また将来の消費のために危険負担
を行 な う交換条件ぱ不利 となるであろう。 したがって支出税必ず しも所得税 よ
り有利な資源配分を もた らさないといえる。資本税 と所得税では どうか。錫鉱山
に投資 して100ポソド当 り5ポ ソ ドを うけ とる人と,コ γソル公債200ポソ ド
に投資して5ポ ソ ドを うる人があるとす る。50%の所得税では両者はともに2
ポソ ド10シリソグを うけ とるが,資 本に対 して2.5%の課税があれば,前 者は
2ポ ソ ド10シリソグ支払い,後 者は5ポ ソド支払 うことにな る。手取 り金額は
前者の方がは るかに有利である。この結果資本税は所得税 よりも危険投資を促
進す る刺激を与えるごとになろ う。
以上の直接税のタイ プに よる相対的資源配分効果を検討 したのち,第3章 の
後半は間接税の資源配分効果をのべている。ここでは周知のマーシ ャル的需要
・供給函数 の弾力性係数の相異に よる消費者余剰 ・生産者余剰の税収以上の過
大損失の分析が示され る。結論は最初に資源配分が最適状態にあれば,需 給の
価 格弾力性の小なるものほ ど最適配分をゆがめないが,弾 力性係数に応 じて物
品課税の税率構成 を組立てることは不可能である。不完全競争の場合には,マ
ーシ ャルのいった ように収穫逓減企業に課税 し,逓増企業には補助金を与えて
最適配分に近づけるとい う命題は一見妥当な ようにみえるけれ ども,逓減のケ
ースでは生産要素の稀少性に よるものがあるかもしれず,選択的租税政策およ
び補助金支給が,か えって妥当となるか もしれ ない。間接税に含 まれ る資本財
課税では,家 屋や ビルデ ィソグの年 々の用役需要だけが重要であって,こ れ ら
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の供給の弾力性は小であ り,課 税の結果資 源配分の歪曲効果は少ないとみて
よい。だが長期的な建築物用役の供給は,課 税に よって減少 してゆ くかもしれ
ない。私にはいずれにせ よ需給の弾力性係数に よる資源配分効果は短期 的にも.
長期的にも不確定な結論 しか出せ ない ように思えた。
第3章 の最終部分は公共部門の規模決定の問題である。私はサ ミュエル ソソ
く　ノーマスグレ ィヴ流の公私両部門の厚生経済学的な相対規模の決定を期待 したの
であるが,こ の部分では財政の民間部門への干渉についての政治的 ・哲学的要
件の整理が行 なわれ てい るに止 まる。最後の公共経費の配分原理では,社 会臨
利益を極大化す るように配分せ よとい う命題に要約 され るが,社 会的評価の形
成にはvotingによる選好決定が必要であ るといい,こ こで経済理論と政治理
論の境界に近づいたとして筆をとめている。
皿
租税の資源配分効果の検討を終って,つ ぎに配分効果の分析では一定 とされ、
ていた資源の供給に与える効果に移る。この第4章 では,こ の章で分析の対象
となる資源供給とい う概念の場を最初に与えておかな くてはならない。ここで
い う資源とは労働と資本であ る。そ してそれ らに与える租税の効果が作用す る
範囲は,労働についてはその存在量の増減ではな く,労働利用度の変化であ り,
資本については逆に資本利用度の変化ではな く,その存在量の変化であ る。こ
こに労働利用度の変化 とは,非 自発的失業の雇用問題は次章のテーマにゆず り
摩擦的お よび自発的失業者の就労条件に与える変化をさしている。また資本存
在量の変化 とは,貯 蓄性向の変化 と併列的にのべ られる。貯蓄水準の上昇がた
だちに資本供給の増加となって現われ るには,さ らに次章でのべ る投資水準の
増加をみなければな らないが,こ こでは貯蓄水準の上昇は潜在的に資本設備の
増加となるものとして取 り扱 っている。また労働と資本の供給は移民お よび外
(7)P.A.Samuelson,"ThePureTheoryofPublicExpenditures,"、Review
ofE`onomic。andS彦atistics,Vol,36,No.4(Nov.,1954),pp.387-9.
一
,"DiagrammaticExpositionofaTheoryofPublicExpenditures,"
ゴbid.,Vo1.32.(Nov.,1955)ppβ50-6.
Musgrave,op,磁,pp.80-4.
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国 資本 の投入 な どの,国 際的移動 もあ りうるけれ どもここでは取 り扱わ ない。
資源配分では まず最適配分状態 を理論的に措定 して諸税 の相対 的効 果をみた
が,労 働 と資本 についての最適 人 口 ・最適 資本量 とい う概念 は,難 点が多 いた
め ここでは規準 と して用い ることはで きない。ただ労働 につ いては,こ れ まで
無差 別曲線 を用 いて比較 的正確に取 り扱われ て きた。そ こで まず労働供給に与
え る諸 税の効果を概観 しよう。
ぐ　　
ここで用 い られ るのは,H.P.Waldの 議論 であ る。第三 図をみ よう。労 働
利用度の変化は賃銀 と余 暇
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の配分決定によって示され
る。前提 として労働者が好
むだけの労働量を無限に小
さ く変化できるとす る。賃
銀と余暇の価格線はABに
よって示 され る。彼の最適
配分状態は賃銀 と余暇の無
差 別 曲線1と の 接点P且で
示 され る。その点で彼はB
9の 余暇を犠牲 としてP,
Ωの賃銀をうる。いま賃
β.余暇 鋤 こ対 して5。%の比蜥
得税がかけ られたとす ると,手取 り賃銀 と余暇との価格線はBCに 移動 し,彼の
配分点はP2に移 る。このためP・よりはいっそ う余暇を犠牲として働 くと同時
に,以 前 よりは少い手取 り賃銀を受取 ることになる。比例所得税はこの場合あ
きらかに労働 と余暇の配分に歪曲効果を与え る。しか しこの比例所得税と同 じ
収入を もた らし,価 格線に変化を与えない人頭税では,P,点で配分することに
な り,こ の場合にはさらに働 くことになるとともに手取 り収入は比例所得税 よ
り大 きい。プレス トは示 していないが累進所得税の場合の価格線はHJKLの
(8)H,P,Wald,"TheClassicalIndictmentofIndirectTaxation,"(≧uarterl]
JournalofEconomics,Vol,59,No.4(Aug.,1945),PP.577--596.
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ぐ　ラ
よ うな折れ線で示 され,所 得階層 の上昇 ごとに手取 り賃銀は平準化 され る。 し
たが って この図で は人頭 税 ・比 例所得税 より上位 の無差別曲線上 にあ る。だが
人頭 税 ・比例所得税 ・累進所得税 のいずれ を課 した と して も,無 差別 曲線 との
接 点は,必 ず この図の ごと くな るときま ってい るわけで はない。IIノの ご とき
状態で接 す るか も しれ ない。 したが って この分析か らいえ ることは課税 は余暇
と労 働の 配分を変 化 させ るで あろ うとい う ことのみで あ って,労 働 に 対 して
incentiveな効果を与 え るかdisincentiveな効果を与 え るかは もっと 別な条件
が 必要で あ る。ただム般的に いって,比 例所得税では限界税率 と平均税率が等
し く,累 進所得税で は限界税率が平均税率 よ り高 いので あ るか ら,収 入の増加
分が ともに一定 であ るとすれば,累 進課税 の場合 のほ うが余 暇を選択す る度合
は大 き くな るで あろ う。 と くに基礎控 除を こえた点では,労 働 より余 暇を好む
代 替効果は大 き く働 くで あろ う。
所得税 と消費税 とで は労働供給に対 して どち らがdisincentiveな効果を もつ
か 。伝統 的にいわれ て きた ところでは,両 税 と も同 じ収入をあげ限界 ・平均税
率 が同 じで あれば,労 働供給 に 対 しては 同 じよ うに 阻害的 であ ると され て き
た。 しか し所得税がか か るな らば,収 入の代替財は余 暇 しか あ りえず,物 品税
で は税 のかか らない他 の財貨 ・用役 と代 替 され る傾 向は大 きい。一般 に消費税
は低い累進 度 しか税制 上 とれ ないため,低 度の累進税で は労 働 の阻害的効 果は
心 配す る必要 はないで あろ う。
第5章 所得修正(lncomeCoriection)とい う題名の一章 は,前 に ものべ た通
りJ.M.ケ イ ソズに始 ま った フ ィス カル ・ポ リシ ーを取 り扱 ってい る。 イギ
リスに おいでは フ ィス カル ・ポ リシ ーを財政 学体系のなかに含めてい る研究 は
A.C.ピ グーやU.K.ピ ックスの著作 のなかにみ られ るが,第 二 次 大 戦 後
く　 う
この国 のフ ィスカル ・ポ リシ ー研究は必ず しも多い とは思われ ない 。プレス ト
の この章 は,ケ イ ソズ経済学 の初歩か ら説 明 してい るもので はな く,国 民所 得
の 変動を修 正す るための諸手 段の相対的効 果の分析 とい うテ ーマに限 られ てい
(9)Ibid.,P.590.
(10、 た と え ばA,R,11ersic,GovernmentFinanceandFiscalPolicJv(London:
Staples,1955),が あ る 。
A.R.プレス ト「財政の理論 と実際」(早 見)-137一
ることで は,ア メ リカの ケ イソジ ャソの行 き方 とは少 し趣 きが違 ってい る。 ま
ず政 府が財政収支 を操作 して貨幣国民所得の安定 と長期 的成 長をはか ることを
テ ーマ とし,所 得分配 ・労 働努力 を一定 とし,投 資 と消費支 出は可 処分所 得 ・
会社貯蓄 お よび独立要 因の函数で あ ると前提す る。またその他 の前提条件には
貨 幣供給が利子率の変動 を防 ぐように充分伸縮 的に行 なわれ,政 府支 出と政 府
収 入は,それ ぞれ 一方を取 り扱 うときに他方を一定 と考 え ること,封鎖体系 を と
ることな どがあげ られ る。つ ぎに政 府の財貨 ・用役 支出が与 え る所得造 出力は
第一次,第 二 次的乗数効果 を もち,移転支 出の聞接 的乗 数効果,減税に よるさら
に小 さな間接効果,減 税 に よるさ らに小 さな間接効果 の順に財政 収支 の所得造
出効果 を説 明 し,そ のの ちに上にあげた六つの前提 が変化 した ときの所得へ の
効果を一 つづ つ述べ て い る。続 い て財政収 支が貨幣国民所得 に影響 を与 え るこ
とが理 論的に確かで あ って も,諸 手 段が もっと も有効であ りうるためには,ど
の よ うな規準が必要か,ま たその規準に照 して どの手 段が効果的か とい うテー
マに入 る。そ して ここで景気対策 と成 長政 策 とを区別 し,主 に前者 を詳 し くの
べ たの ち,長 期 政策 はその応用論 と して取 り扱われ る。
現実の貨幣所得の波動 をち ょうどそ の規模に おいて も,ま た時間的に も相殺
し,同 時 にそ の相殺が 経済機構 内部の構造的伸縮要因に よって 自動 的に行 なわ
れ るな らば,景気対策 と してもっと も輝か しい成 功 を収 め るに相違 ない。Size,
autOmatiCity,timingの三 つ の 要件は,フ ィメ カル ・ポ リシ ーの有効性 の規
準で あ る。 と くにtimingについ ては,ブ ームや ス ラソプに入 った ことを認知
す るのに時間的ずれ(recognitionlag)があ る し,そ れを認 めた のちあ る財政
手 段を適 用す るのに行 政的なずれ(adminiStrativelag)もあ る。またその対策
が 経済 に与 え る効果 の発 生に も遅れ(operationallag)がともな う。
この よ うな規準か ら個 々の租 税の性質をみてゆ くと,所 得税 は現在の徴税機
構 の もとでは比較 的有効度が大 きい 。ただ しこの所得税 とい うのはイギ リス型
のそれ であ って,詳 細にみ るな らば,個 人所得 税 と法人所得税 に分け な くては
な らない。租 税収 入に 占め る所得税 の比 重は,1958年度で45.4パー セ ソ トで あ
ビユユう
り規模の うえか らまた所得税納税 人員の 点か ら第一の 規準に かな うものがあ
〈11)A.R.Prest,Puう あ`F伽 αηr6inTheorlandPracti`6,P.158、Table3.
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る。自動性については,累進的租税構造および源泉徴収制度の うえか らそれに適
す る点をもつ。だが法人部分には損失の繰越が繰上げ より多か ったときとか後
入先出法が先入先出法 より資産評価を少な くみ ることなどの理由に よって,個
人課税部分 よりは安定要因として劣る点もあ る。所得税に続いて支出税の検討
が行なわれ るが,消費支出の安定性とい う点か ら,ブームに もスランプに も税収
の 自動性は充分とはいえない。間接税ではど うか。 もし適用 され る商品を広汎
に選び,従 価税を多 くしまた需要の所得弾力性が高い商品を重課すれば,税 収
の規模か らもまた 自動性か らも望 ましいといえる。 しか し好況 ・不況に即応 し
た税率の変更とそれに対す る一般大衆の反応には,か な りの時間のずれがある
と考え られ るか ら,景 気対策 としては所得税 より有効 とは思えない。ただ し間
接税的な効果分析としてここでのべ るのに適当なのは,投 資財に対す る間接税
賦課と投資控除とであ る。後者は投資支出のあ る部分を減価償却 と合 して経費
として計上する方式であ るが,そ の一例 としての初期償却はある程度有効であ
へ
る。 加速償却 だけでな くその逆の繰延償却が1951年カナダで採用 され,ま た
1955-7年にスウェーデンで投資控除とは逆の資本財課税が行われた りした好
況対策の例をプレス トは紹介している。一方財政支出面では伝統的な公共事業
対策の有効性および政府の公営企業における赤字支出,政 府に よる国内原料ス
トックの調整方式 などが理論的にみて有効であろ うとのべ られ ている。最後は
安定成長の財政政策であるが,完 全能力産出高の成長率 と有効需要の成長率の
畢離是正めために,そ のおのおのに対する方策 として上述の諸手段が もた らす
効果論を応用 してのべ ている。
第6章 の公平論は租税原則の中心問題 となるべ きものであるが,プ レス トは
ピグー,エ ッジワースの最少犠牲説に対 して,ま った く否定的である。それは
犠牲説の前提 となっている個人間の効用比較可能 と所得効用曲線の逓減 とは採
用 しえないとい う理 由に よる。公平論に代って著者は種 々な租税の実質所得へ
の配分効果を,一 般的均衡理論の立場か ら分析 しようとす る。だが私の率直な
感想では一・般均衡理論の分析による租税の実質的な帰着論は,公 平原則論 より
はるかに不確定な ものではなかろ うか とい うことである。事実 このテーマは ま
だ論争の段階にあって,プレス トの分析 もcasebycaseに詳細をつ くしている
A.R.プレ ス ト 「財政 の理論 と実 際」(早 見)
が,結 果 的 に は こ の よ うに い わ ざ る を え な い 。
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さて以上の ようなプレス トの財政の経済理論の展開は,方 法的にみてどのよ
うな特色があ るであろ うか。第一にそれはいちじるしく経済理論的であるとい
うことである。この ことは従来の財政学,と くに ドイツ流の財政学 とはまった
く性格を異に している。財政学において も「均衡と決定」を取 り扱い うるとい う
近代経済学の応用を,私 は本書に感ず る。もとより租税の帰着あるいは資源の
配分に与える国家経費の役割などについては,不 決定な範囲と性格をのこして
はいる。だが取 り扱い うる限 り本書は徹底 した理論的態度を くづ していない。
この態度は第二の特色につながる。すなわ ち価値判断あるいは政治的意見の排
除とい うことである。第一の特色か らみると当然のことなのであるが,こ れま
での租税原則論を中心とした財政学か らみ ると,む しろ注 目すべ きことといわ
なけれぽならない。ただ本書において価値判断があるとす ると消費者主権の優
越 とい うことであろ う。これを認め るのに私 もやぶさかではないが,そ こに一
つ問題があるように思える。公平論をなん らかのかたちで認めない財政学は成
立 しうるだろ うか。プレス トの公平論は犠牲説の否定的展開に始 まって,租税の
分配効果で終 ってい る。この点は犠牲説の前提に対 して難点は認めなが らも,公
平に取 り扱 うことを止めた政治生活は政治的自殺を意味するとい うマス グレ ィ
ブのほ うが,私 には より財政学とい う分野では適切な態度 であるように思え
縁ざ欝
る。プレス トには犠牲説を否定する意見がみ られ ると同時に,社 会的利益を極
大化す るような経費種 目の構成 をのべてい るところがある。この点ではvoting
による社会的評価の形成に よることの必要性を認め るが,votingは必要ではあ
っても必ず しも充分に政治的意見の一致を説明できる場合ばか りあるのではな
い。プレス トはここで政治論に立ち入 ることを避けているが,マ ス グレ ィヴは
む しろ積極的に取 り入れている。その結果総てではないとしても,新 厚生経済
学 よりは旧厚生経済学の態度に賛意を示 してい る。第三の特色は財政の経済理
論 自体の方法である。それは初めに財政の介入 していない場合の民間部門にお
ける資源のあるいは労働の最適配分を考察 したのち,casebycaseに租税の,
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あ るいは経費 の修正効果 を追 ってゆ く方法で あ る。 これ は理論分析全体をつ ら
ぬ く手法であ った とい って よいで あろ う。そ こにみ られ るものは,第 二点の特
色 とあい まって相対的 な判断 の態度で あ ろ う。あ る人は これ を頭脳 の体操 と呼
ぶか も しれ ない。だが私には この体操 が価値判断 をあ くまで排 除 した うえで価
値判断 の必要性 と限界 を知 るために大切 な仕事で はないか と思われ る。 プ レス
トの書物 はそ の意味におい て近 代理 論に もとつ く財政学 と して,マ ス グ レ ィヴ
に続 く包括性 を もってい ると思 ってい る。
(35.12.30)
